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壱岐市自治基本条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

目次 （略） 目次 （略）  

   

壱岐市は、平成１６年３月１日に郷ノ浦町、勝本町、芦

辺町及び石田町の４町が合併して誕生し、ともに未来を築

くことを約束しました。 

壱岐市は、平成１６年３月１日に郷ノ浦町、勝本町、芦

辺町及び石田町の４町が合併して誕生し、ともに未来を築

くことを約束しました。 

 

壱岐は、国の特別史跡となった原の辻遺跡をはじめ、数

多くの古墳群や歴史ある神社、仏閣等、古代の息吹を感じ

る歴史とロマンにあふれた島です。また、平成２７年４月

に日本遺産第１号に認定されました。 

壱岐は、国の特別史跡となった原の辻遺跡をはじめ、数

多くの古墳群や歴史ある神社仏閣等、古代の息吹を感じる

歴史とロマンにあふれた島です。 

 

この歴史遺産を守り伝えるとともに、先人たちが築いて

きた文化と、海に囲まれた島ならではの風光明媚な自然を

後世へ継承していくためにも、私たちはこの島に誇りを持

ち、それぞれの立場で互いに協力し合い、より良いまちづ

くりに取り組まなければなりません。 

この歴史遺産を守り伝えるとともに、先人たちが築いて

きた産業や文化、海に囲まれた島ならではの風光明媚な自

然を後世へ継承していくためにも、私たちはこの島に誇り

を持ち、それぞれの立場で互いに協力し合い、持続可能な

住みよいまちづくりに取り組まなければなりません。 

 

また、学校・家庭・地域・行政がともに手を携えて子ど

もたちの健やかな成長に寄与するとともに、生涯を通じて

学べる社会の実現を目指すことで、「教育のしま壱岐」を

更に確立し、壱岐を担う人材を育てていく必要があります。 

また、学校・家庭・地域・行政がともに手を携えて子ど

もたちの健やかな成長に寄与するとともに、生涯を通じて

学べる社会の実現を目指すことで、「教育のしま壱岐」を

更に確立し、壱岐を担う個性豊かで多様な人材を育ててい

く必要があります。 

 

そのためには、私たち市民が主役であることを示し、自 そのためには、私たち市民が主役であることを示し、自  
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治の基本理念を確立することが大切です。 治の基本理念を確立することが大切です。 

よって、私たち市民一人ひとりが責任を持ち、未来につ

なぐ活力あるまちづくりの実現を目指していくため、ここ

に壱岐市自治基本条例を制定します。 

よって、私たち市民一人ひとりが責任を持ち、未来につ

なぐ活力あるまちづくりの実現を目指していくため、ここ

に壱岐市自治基本条例を制定します。 

 

第１条及び第２条 （略） 第１条及び第２条 （略）  

（定義） （定義）  

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

 

(1) 市民 市内に居住する者、市内で働く者若しくは学

ぶ者、市内において営利又は非営利の事業活動を行う

個人、法人又はその他の団体をいう。 

(1) 市民 市内に居住する者、市内で働く者若しくは学

ぶ者又は市内において営利若しくは非営利の事業活動

を行う個人、法人その他の団体をいう。 

 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略）  

(4) まちづくり 住みよい地域社会をつくるためのあ

らゆる取組をいう。 

(4) まちづくり 持続可能な住みよい地域社会をつく

るためのあらゆる取組をいう。 

 

(5)・(6) （略） (5)・(6) （略）  

(7) 地域コミュニティ 自治公民館、子ども会、老人会、

婦人会、青年会及びその他の地域住民で自主的に構成

され、当該地域に関する組織等をいう。 

(7) 地域コミュニティ まちづくり協議会、自治公民館

など地域住民で自主的に構成された当該地域に関する

組織等をいう。 

 

（自治の基本原則） （自治の基本原則）  

第４条 市民、市議会及び市長等は、この条例の目的を達

成するため、次に掲げる基本原則に基づいて、まちづく

りを進めるものとする。 

第４条 市民、市議会及び市長等は、この条例の目的を達

成するため、次に掲げる基本原則に基づいて、まちづく

りを進めるものとする。 
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(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）  

(3) まちづくりの主体は市民であり、市議会及び市長等

は市民の自主性を尊重するとともに、その取組を支援

すること。 

(3) まちづくりの主体は市民であり、市議会及び市長等

は、市民の自主性を尊重するとともに、その取組を支

援すること。 

 

(4) （略） (4) （略）  

第５条 （略） 第５条 （略）  

（市民の責務） （市民の責務）  

第６条 市民は、まちづくりの主体であることを自覚し、

次の世代のことを考え、まちづくりに取り組むよう努め

るものとする。 

第６条 市民は、まちづくりの主体であることを自覚し、

持続可能な住みよいまちづくりに取り組むよう努めるも

のとする。 

 

２・３ （略） ２・３ （略）  

（地域コミュニティの役割等） （地域コミュニティの役割等）  

第７条 （略） 第７条 （略）  

２～４ （略） ２～４ （略）  

５ 地域コミュニティは、生涯学習を通じて将来を担う人

材の育成に努めるものとする。 

５ 地域コミュニティは、生涯学習を通じて社会情勢の変

化に応じた人材の育成に努めるものとする。 

 

６ （略） ６ （略）  

（子どもの権利等） （子どもの権利等）  

第８条 （略） 第８条 （略）  

２ 市は、子どもが健やかに育つ環境をつくり、保護者は、

愛情を持って子どもを育て、学ばせる責務を有する。 

２ 市民、地域コミュニティ、市議会及び市長等は、子ど

もが健やかに育つ環境をつくり、愛情を持って子どもを

育てる責務を有する。 
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３ 市長等は、教育環境の充実等を図り、市民及び市議会

とともに、子どもの健全育成及び優れた人材育成を行わ

なければならない。 

３ 市長等は、市民、地域コミュニティ及び市議会ととも

に教育環境の充実等を図り、壱岐を担う子どもの健全育

成及び個性豊かで多様な人材の育成を行わなければなら

ない。 

 

第９条 （略） 第９条 （略）  

（議員の責務） （議員の責務）  

第１０条 議員は、住民の代表機関の一員であることを自

覚し、公正かつ誠実に職務を遂行するものとする。 

第１０条 議員は、住民の代表であることを自覚し、公正

かつ誠実に職務を遂行するものとする。 

 

２ （略） ２ （略）  

（市長の責務） （市長の責務）  

第１１条 市長は、市民の負託に応え、市の代表者として、

指導力を最大限に発揮し、公正かつ誠実に、また、総合

的に市政を運営するものとする。 

第１１条 市長は、市民の負託に応え、市の代表者として

指導力を最大限に発揮し、公正かつ誠実に、また、総合

的に市政を運営するものとする。 

 

２・３ （略） ２・３ （略）  

第１２条から第１６条まで （略） 第１２条から第１６条まで （略）  

（政策評価） （政策評価）  

第１７条 （略） 第１７条 （略）  

２ （略） ２ （略）  

３ 市長等は、政策評価の結果を踏まえて事業等の実施に

反映させるとともに、施策や事業の企画立案、又は見直

しに反映させるものとする。 

３ 市長等は、政策評価の結果を踏まえて事業等の実施に

反映させるとともに、施策や事業の企画立案及び見直し

に反映させるものとする。 

 

（附属機関等） （附属機関等）  
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第１８条 （略） 第１８条 （略）  

２ 市長等は、原則として附属機関等の会議を公開すると

ともに、会議録及び資料を公表するものとする。 

２ 市長等は、附属機関等の会議を原則として公開すると

ともに、会議録及び資料を公表するものとする。 

 

第１９条 （略） 第１９条 （略）  

（パブリックコメント手続） （パブリックコメント手続）  

第２０条 市長等は、市政に係る施策等を策定するに当た

り、当該策定しようとする施策等の趣旨、目的、内容等

必要な事項を広く公表し、公表したものに対して、市民

からの意見の提出を求める手続（以下「パブリックコメ

ント手続」という。）を別に定めるところにより実施す

るものとする。 

第２０条 市長等は、市政に係る施策等を策定するに当た

り、策定しようとする当該施策等の趣旨、目的、内容等

必要な事項を広く公表し、公表したものに対して、市民

からの意見の提出を求める手続（以下「パブリックコメ

ント手続」という。）を別に定めるところにより実施す

るものとする。 

 

２ （略） ２ （略）  

（市民参画） （市民参画）  

第２１条 市長等は、まちづくりに関する計画又は政策の

立案段階から、公正かつ透明な市民参画の機会を積極的

に創出し、市政運営に市民の意見を適切に反映しなけれ

ばならない。 

第２１条 市長等は、まちづくりに関する計画又は政策の

立案段階から実施段階まで、公正かつ透明な市民参画の

機会を積極的に創出し、市政運営に市民の意見を適切に

反映しなければならない。 

 

２ （略） ２ （略）  

第２２条 （略） 第２２条 （略）  

（自然環境、歴史及び文化の保全等） （自然環境、歴史及び文化の保全等）  

第２３条 市民、市議会及び市長等は、本市の財産である

先人が守り育ててきた素晴らしい自然環境、歴史及び文

第２３条 市民、市議会及び市長等は、本市の財産である

先人が守り育ててきた素晴らしい自然環境、歴史及び文
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化を保全し、及び活用し、次の世代に引き継がなければ

ならない。 

化を保全し、及び活用し、次の世代に継承するよう努め

なければならない。 

２ 市長等は、市民が市に誇りを持つよう啓発活動に努め

なければならない。 

（地域課題） （地域課題） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ 市長等は、市民が主体的に行う地域活動に配慮すると

ともに、その活動が困難な場合においては、必要に応じ

て、適切な措置を講じなければならない。 

２ 市長等は、市民及び地域コミュニティが主体的に行う

地域活動に配慮するとともに、その活動が困難な場合に

おいては、必要に応じて、適切な措置を講じなければな

らない。 

第２５条及び第２６条 （略） 第２５条及び第２６条 （略） 

（危機管理） （危機管理） 

第２７条 （略） 第２７条 （略） 

２ 市長等は、災害等の発生時において、市民、地域コミ

ュニティ、社会福祉協議会等の関係機関並びに国及び他

の自治体と相互に連携及び協力しなければならない。 

２ 市長等は、災害等の発生時及び発生前の時点から、市

民、地域コミュニティ、社会福祉協議会等の関係機関並

びに国及び他の自治体と相互に連携及び協力しなければ

ならない。 

３ 市民は、日頃から災害等の発生に備えるとともに、災

害等の発生時には、自らの安全を確保するよう努めなけ

ればならない。 

３ 市民は、日頃から災害等の発生に備えるとともに、災

害等の発生時及び発生前の時点から、自らの安全を確保

するよう努めなければならない。 

４ （略） ４ （略） 

（市内外の人々等との交流及び連携） （市内外の人々との交流及び連携） 
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第２８条 市民、市議会及び市長等は、市内外の人々等と

の交流及び連携がまちづくりに重要であることを認識

し、得られた知識及び意見等をまちづくりに活用するよ

う努めるものとする。 

第２８条 市民、市議会及び市長等は、市内外の人々との

交流及び連携がまちづくりに重要であることを認識し、

得られた知識及び意見等をまちづくりに活用するよう努

めるものとする。 

 

２ 市民、市議会及び市長等は、地域の素晴らしい自然、

歴史、文化等の情報を、市内外の人々等に対し積極的に

発信するよう努めるものとする。 

２ 市民、市議会及び市長等は、地域の素晴らしい自然、

歴史、文化等の情報を、市内外の人々に対し積極的に発

信するよう努めるものとする。 

 

   

 以 下 （略） 以 下 （略）  
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 壱岐市監査委員条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略）  

（請求又は要求による監査） （請求又は要求による監査）  

第５条 監査委員は、法第７５条第１項、第９８条第２項、

第２４２条第１項若しくは第２４３条の２の２第３項の

規定による監査の請求又は法第１９９条第６項若しくは

第７項、第２３５条の２第２項若しくは地方公営企業法

（昭和２７年法律第２９２号）第２７条の２第１項の規

定による監査の要求があったときは、当該監査の請求又

は要求を受理した日から５日以内に監査に着手しなけれ

ばならない。 

第５条 監査委員は、法第７５条第１項、第９８条第２項

若しくは第２４２条第１項の規定による監査の請求又は

法第１９９条第６項若しくは第７項、第２３５条の２第

２項、第２４３条の２の８第３項（地方公営企業法（昭

和２７年法律第２９２号。以下「地公企法」という。）

第３４条において準用する場合を含む。）若しくは地公

企法第２７条の２第１項の規定による監査の要求があっ

たときは、当該監査の請求又は要求を受理した日から５

日以内に監査に着手しなければならない。ただし、やむ

を得ない理由があるときは、この限りでない。 

 

第６条 （略） 第６条 （略）  

（随時監査及び財政援助を与えているもの等に対する監査） （随時監査及び財政援助を与えているもの等に対する監査）  

第７条 監査委員は、法第１９９条第２項、第５項又は第７

項の規定による監査を行うときは、あらかじめ監査の日時

を当該監査を受ける者に通知しなければならない。 

 

 

第７条 監査委員は、法第１９９条第２項、第５項又は第

７項の規定による監査を行うときは、あらかじめ監査の

日時を当該監査を受ける者に通知しなければならない。 

ただし、緊急に監査を行う必要があるときは、この限り

でない。 

 

（決算等の審査） （決算等の審査）  
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第８条 監査委員は、法第２３３条第２項若しくは第２４１

条第５項又は地方公営企業法第３０条第２項の規定によ

り決算及び書類が審査に付されたときは、６０日以内に意

見を付けて市長に送付しなければならない。 

第８条 監査委員は、法第２３３条第２項若しくは第２４

１条第５項又は地方公営企業法第３０条第２項の規定に

より決算及び書類が審査に付されたときは、６０日以内

に意見を付けて市長に送付しなければならない。ただし、

やむを得ない理由があるときは、この限りでない。 

 

   

 以 下 （略） 以 下 （略）  

   

 



１０ 
 

 壱岐市職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

第１条から第６条まで （略） 第１条から第６条まで （略）  

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） （育児休業をしている職員の期末手当等の支給）  

第７条 （略） 第７条 （略）  

２ 給与条例第３３条第１項に規定するそれぞれの基準日

に育児休業をしている職員（地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年

度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）を除

く。）のうち、基準日以前６月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を

支給する。 

２ 給与条例第３３条第１項に規定するそれぞれの基準

日に育児休業をしている職員のうち、基準日以前６月以

内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基

準日に係る勤勉手当を支給する。 

 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調

整） 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調

整） 

 

第８条 育児休業をした職員（会計年度任用職員を除く。）

が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均

衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期

間を１００分の１００以下の換算率により換算して得た

期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復

帰した日及びその日後における最初の職員の昇給を行う

日として規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇給

の場合に準じてその者の、号給を調整することができる。 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年

度任用職員（以下「会計年度任用職員という。）を除く。）

が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均

衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期

間を１００分の１００以下の換算率により換算して得

た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に

復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給を

 



１１ 
 

行う日として規則で定める日又はそのいずれかの日に、

昇給の場合に準じてその者の、号給を調整することがで

きる。 

   

 以 下 （略）  以 下 （略）  

   

 

 



１２ 
 

 壱岐市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

第１条 （略） 第１条 （略）  

（議員報酬） （議員報酬）  

第２条 議会の議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員の議員報酬は、次のとおりとする。 

第２条 議会の議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員の議員報酬は、次のとおりとする。 

 

職名 議員報酬 

議長（月額） 円 

３８０，０００ 

副議長（月額） ３３０，０００ 

常任委員長（月

額） 

３１５，０００ 

議会運営委員長

（月額） 

３１５，０００ 

議員（月額） ３００，０００ 
 

  

 (1) 議長 月額 ４００，０００円 

(2) 副議長 月額 ３５０，０００円 

(3) 常任委員長 月額 ３３０，０００円 

(4) 議会運営委員長 月額 ３３０，０００円 

(5) 議員 月額 ３２０，０００円 

 

   

 以 下 （略）  以 下 （略）  
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１４ 
 

 壱岐市長、副市長及び教育長の給与に関する条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

第１条 （略） 第１条 （略）  

（給料） （給料）  

第２条 市長、副市長及び教育長の給料は、次に掲げる額

とする。 

第２条 市長、副市長及び教育長の給料は、次に掲げる額

とする。 

 

市長 月額 ８００，０００円 市長 月額 ８２０，０００円  

副市長 月額 ６４０，０００円 副市長 月額 ６５６，０００円  

教育長 月額 ５７６，０００円 教育長 月額 ５９４，０００円  

   

 以 下 （略）  以 下 （略）  

   

 

 



１５ 

壱岐市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を

定める条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

目次 （略） 目次 （略） 

第１条から第１４条まで （略） 第１条から第１４条まで （略） 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の

区分に応じて、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、

小学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定教育・

保育の提供を適切に行わなければならない。 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の

区分に応じて、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、

小学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定教育・

保育の提供を適切に行わなければならない。 

(1) （略） (1) （略）

(2) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３

項の認定を受けた施設及び同条第１１項の規定による公

示がされたものに限る。） 次号及び第４号に掲げる事項 

(2) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３

項の認定を受けた施設及び同条第１０項の規定による公

示がされたものに限る。） 次号及び第４号に掲げる事項 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

２ （略） ２ （略） 

第１６条から第３５条まで （略） 第１６条から第３５条まで （略） 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 （略） 第３６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用 ３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用



 
 

１６ 

教育を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用

教育を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞ

れ含むものとして、前款（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第

６条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１号に

掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申

込みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もの数」と、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と

あるのは「法第１９条第１号又は第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同

条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育

を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

教育を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用

教育を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞ

れ含むものとして、前款（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第

６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は

幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供している

施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「利用

の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「法第

１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数」とあるのは「法第１９

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの総数」と、第１３条第

２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」

と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受

ける者を除く。）」とする。 
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 以 下 （略）  以 下 （略）  

   

 



 
 

１８ 

 壱岐市介護保険条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略）  

（保険料率） （保険料率）  

第５条 令和３年度から令和５年度までの各年度における

保険料率は、次の各号に掲げる法第９条第１号に規定す

る第１号被保険者（以下「第１号被保険者」という。）

の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

第５条 令和６年度から令和８年度までの各年度における

保険料率は、次の各号に掲げる法第９条第１号に規定す

る第１号被保険者（以下「第１号被保険者」という。）

の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以

下「令」という。）第３８条第１項第１号に掲げる者

 ３８，９００円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以

下「令」という。）第３８条第１項第１号に掲げる者

 ３５，３００円 

 

(2) 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ４６，７００

円 

(2) 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ５３，２００

円 

 

(3) 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ５８，４００

円 

(3) 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ５３，６００

円 

 

(4)～(9) （略） (4)～(9) （略）  

 (10) 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １４７，

９００円 

 

 (11) 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １６３，

５００円 

 

 (12) 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １７９，

１００円 

 



 
 

１９ 

 (13) 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １８６，

９００円 

 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料

の減額賦課に係る令和３年度から令和５年度までの各年

度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、２３，

３００円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料

の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年

度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、２２，

２００円とする。 

 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和３年度から令和５年度までの各

年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、３

８，９００円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各

年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、３

７，７００円とする。 

 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和３年度から令和５年度までの各

年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、５

４，５００円とする。 

４ 第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各

年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、５

３，３００円とする。 

 

   

 以 下 （略）  以 下 （略）  
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 壱岐市漁港管理条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、漁港漁場整備法（昭和２５年法律第

１３７号。以下「法」という。）の規定に基づき、市が

管理する漁港（以下「漁港」という。）の維持管理に関

し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、漁港及び漁場の整備等に関する法律

（昭和２５年法律第１３７号。以下「法」という。）の

規定に基づき、市が管理する漁港（以下「漁港」という。）

の維持管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２条から第１７条まで （略） 第２条から第１７条まで （略）  

（土砂採取料等） （土砂採取料等）  

第１８条 法第３９条第１項の規定による土砂の採取又は

占用の許可を受けた者は、それぞれ別表第４又は別表第

５により算出した額（その額が１００円未満であるとき

は、備考欄の規定により１００円）に消費税相当額を加

えた額（その額に１円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。）の土砂採取料又は占用料（以下「土砂採

取料等」という。）を市長の指定する日までに納付しな

ければならない。ただし、消費税が消費税法第６条第１

項の規定により非課税とされる占用に係る占用料は、別

表第５により算出した額とする。 

第１８条 法第３９条第１項の規定による土砂の採取若し

くは占用の許可を受けた者又は法第４３条第４項に規定

する認定計画実施者（法第４４条第１項に規定する認定

計画において法第４２条第２項第２号及び第３号に掲げ

る事項（水面又は土地の占用に係るものに限る。）又は

法第５０条第１項各号に掲げる事項を定めた者に限る。）

は、それぞれ別表第４又は別表第５により算出した額（そ

の額が１００円未満であるときは、備考欄の規定により

１００円）に消費税相当額を加えた額（その額に１円未

満の端数があるときは、これを切り捨てる。）の土砂採

取料又は占用料（以下「土砂採取料等」という。）を市

長の指定する日までに納付しなければならない。ただし、

消費税が消費税法第６条第１項の規定により非課税とさ

れる占用に係る占用料は、別表第５により算出した額と
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する。 

   

 以 下 （略）  以 下 （略）  
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 壱岐市道路占用料徴収条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

本則及び附則 （略） 本則及び附則 （略）  

   

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

占用物件 占用料 

単位 金額 

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物 

第１種電柱 １本につき１年 ４３０ 

第２種電柱 ６７０ 

第３種電柱 ９００ 

第１種電話柱 ３９０ 

第２種電話柱 ６２０ 

第３種電話柱 ８５０ 

その他の柱類 ３９ 

共架電線その他地

上に設ける線類 

長さ１メ－トル

につき１年 

４ 

地下に設ける電線

その他の線類 

２ 

路上に設ける変圧

器 

１個につき１年 ３８０ 

地下に設ける変圧

器 

占用面積１平方

メ－トルにつき

１年 

２３０ 

 

占用物件 占用料 

単位 金額 

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物 

第１種電柱 １本につき１年 ３００ 

第２種電柱 ４７０ 

第３種電柱 ６３０ 

第１種電話柱 ２７０ 

第２種電話柱 ４４０ 

第３種電話柱 ６００ 

その他の柱類 ２７ 

共架電線その他上

空に設ける線類 

長さ１メートル

につき１年 

３ 

地下に設ける電線

その他の線類 

２ 

路上に設ける変圧

器 

１個につき１年 ２７０ 

地下に設ける変圧

器 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

１６０ 

 



 
 

２３ 

変圧塔その他これ

に類するもの及び

公衆電話所 

１個につき１年 ５４０ 

郵便差出箱及び信

書便差出箱 

２３０ 

広告塔 表示面積１平方

メートルにつき

１年 

６７０ 

その他のもの 占用面積１平方

メートルにつき

１年 

５４０ 

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件 

外径が０．０７メ

ートル未満のもの 

長さ１メートル

につき１年 

１１ 

外径が０．０７メ

ートル以上０．１

メートル未満のも

の 

１６ 

外径が０．１メー

トル以上０．１５

メートル未満のも

の 

２４ 

外径が０．１５メ

ートル以上０．２

メートル未満のも

３３ 

変圧塔その他これ

に類するもの及び

公衆電話所 

１個につき１年 ７８０ 

郵便差出箱及び信

書便差出箱 

３３０ 

広告塔 表示面積１平方

メ－トにつき 

１年 

５９０ 

その他のもの 占用面積１平方

メ－トにつき 

１年 

７８０ 

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件 

外径が０．０７メ

－トル未満のもの 

長さ１メ－トル

につき１年 

１６ 

外径が０．０７メ

－トル以上０．１

メ－トル未満のも

の 

２３ 

外径が０．１メ－

トル以上０．１５

メ－トル未満のも

の 

３５ 

外径が０．１５メ

－トル以上０．２

メ－トル未満のも

４７ 



 
 

２４ 

の 

外径が０．２メー

トル以上０．３メ

ートル未満のもの 

４９ 

外径が０．３メー

トル以上０．４メ

ートル未満のもの 

６５ 

外径が０．４メー

トル以上０．７メ

ートル未満のもの 

１１０ 

外径が０．７メー

トル以上１メート

ル未満のもの 

１６０ 

外径が１メートル

以上のもの 

３３０ 

法第３２条第１項第３号及

び第４号に掲げる施設 

 

 

 

 

 

 

 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

５４０ 

の 

外径が０．２メ－

トル以上０．３メ

－トル未満のもの 

７０ 

外径が０．３メ－

トル以上０．４メ

－トル未満のもの 

９３ 

外径が０．４メ－

トル以上０．７メ

－トル未満のもの 

１６０ 

外径が０．７メ－

トル以上１メ－ト

ル未満のもの 

２３０ 

外径が１メ－トル

以上のもの 

４７０ 

法第３２

条第１項

第３号に

掲げる施

設 

自動運

行補助

施設 

法第２条

第２項第

５号に規

定する自

動運行装

置による

検知の対

象として

設置する

地下に設けるも

の長さ１メート

ルにつき１年 

２ 

その他のもの長

さ１メートルに

つき１年 

８ 



 
 

２５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第３２地下街 階数が１ Ａに０．０

導線その

他の線類 

道路の構

造物又は

交通の状

況を表示

する標示

柱その他

の柱類 

１本につき１年 ６２０ 

その他の

もの 

上空に設けるも

の占用面積１平

方メートルにつ

き１年 

３９０ 

地下に設けるも

の占用面積１平

方メートルにつ

き１年 

２３０ 

その他のもの 占用面積１平方

メートルにつき

１年 

７８０ 

法第３２条第１項第４号に

掲げる施設 

占用面積１平方

メ－トルにつき

１年 

７８０ 

法第３２地下街 階数が１ 占用面積１平方 Ａに０．０



 
 

２６ 

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

及び地

下室 

のもの ０５を乗じ

て得た額 

階数が２

のもの 

Ａに０．０

０８を乗じ

て得た額 

階数が３

以上のも

の 

Ａに０．０

１を乗じて

得た額 

上空に設ける通路 ３４０ 

地下に設ける通路 ２００ 

その他のもの ５４０ 

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１日 

７ 

その他のもの 占用面積１平方

メートルにつき

１月 

６７ 

令第７条

第１号に

掲げる物

件 

看板（ア

ーチで

あるも

のを除

く。） 

一時的に

設けるも

の 

表示面積１平方

メートルにつき

１月 

６７ 

その他の

もの 

表示面積１平方

メートルにつき

１年 

６７０ 

標識 １本につき１年 ４４０ 

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

及び地

下室 

のもの メ－トルにつき

１年 

０４を乗じ

て得た額 

階数が２

のもの 

Ａに０．０

０６を乗じ

て得た額 

階数が３

以上のも

の 

Ａに０．０

０７を乗じ

て得た額 

上空に設ける通路 ２９０ 

地下に設ける通路 １８０ 

その他のもの ７８０ 

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

占用面積１平方

メ－トルにつき

１日 

６ 

その他のもの 占用面積１平方

メ－トルにつき

１月 

５９ 

令第７条

第１号に

掲げる物

件 

看板（ア

ーチで

あるも

のを除

く。） 

一時的に

設けるも

の 

表示面積１平方 

メ－トルにつき

１月 

５９ 

その他の

もの 

表示面積１平方 

メ－トルにつき

１年 

５９０ 

 標識 １本につき１年 ６２０ 



２７ 

旗ざお 祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの 

１本につき１日 ７ 

その他の

もの 

１本につき１月 ６７ 

幕（令第

７条第

４号に

掲げる

工事用

施設で

あるも

のを除

く。） 

祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの 

その面積１平方

メートルにつき

１日 

７ 

その他の

もの 

その面積１平方

メートルにつき

１月 

６７ 

アーチ 車道を横

断するも

の 

１基につき１月 ６７０ 

その他の

もの 

３４０ 

令第７条第２号に掲げる工

作物 

占用面積１平方

メートルにつき

５４０ 

旗ざお 祭礼、縁 

日その他

の催しに 

際し、一 

時的に設

けるもの 

１本につき１日 ６ 

その他の

もの 

１本につき１月 ５９ 

幕（令第

７条第

４号に

掲げる

工事用

施設で

あるも

のを除

く。） 

祭礼、縁 

日その他

の催しに

際し、一 

時的に設

けるもの 

その面積１平方

メ－トルにつき

１日 

６ 

その他の

もの 

その面積１平方

メ－トルにつき

１月 

５９ 

ア－チ 車道を横

断するも

の 

１基につき１月 ５９０ 

その他の

もの 

２９０ 

令第７条第２号に掲げる工

作物 

占用面積１平方

メ－トルにつき

７８０ 



 
 

２８ 

令第７条第３号に掲げる施

設 

１年 Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

令第７条第４号に掲げる工

事用施設及び同条第５号に

掲げる工事用材料 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

６７ 

令第７条第６号に掲げる仮

設建築物及び同条第７号に

掲げる施設 

５４ 

令第７条

第８号に

掲げる施

設 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下（当該路面下の

地下を除く。）に

設けるもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

地下（ト

ンネル

の上の

地下を

除く。）

に設け

るもの 

階数が１

のもの 

Ａに０．０

０５を乗じ

て得た額 

階数が２

のもの 

Ａに０．０

０８を乗じ

て得た額 

階数が３ Ａに０．０

令第７条第３号に掲げる施

設 

１年 Ａに０．０

３１を乗じ

て得た額 

令第７条第４号に掲げる工

事用施設及び同条第５号に

掲げる工事用材料 

占用面積１平方

メ－トルにつき

１月 

５９ 

令第７条第６号に掲げる仮

設建築物及び同条第７号に

掲げる施設 

７８ 

令第７条

第８号に

掲げる施

設 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下に設けるもの 

 

 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

Ａに０．０

１７を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０

１７を乗じ

て得た額 

地下（ト

ンネル

の上の

地下を

除く） 

に設け

るもの 

階数が１

のもの 

Ａに０．０

０４を乗じ

て得た額 

階数が２

のもの 

Ａに０．０

０６を乗じ

て得た額 

階数が３ Ａに０．０



 
 

２９ 

以上のも

の 

１を乗じて

得た額 

その他のもの  Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

令第７条

第９号に

掲げる施

設 

建築物  Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

１７を乗じ

て得た額 

令第７条

第１０号

に掲げる

施設及び

自動車駐

車場 

建築物 Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

１７を乗じ

て得た額 

令第７条

第１１号

に掲げる

応急仮設

建築物 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下に設けるもの 

Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

以上のも

の 

０７を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

２５を乗じ

て得た額 

令第７条

第９号に

掲げる施

設 

建築物 Ａに０．０

２２を乗じ

て得た額 

その他のもの  Ａに０．０

１５を乗じ

て得た額 

令第７条

第１０号

に掲げる

施設及び

自動車駐

車場 

建築物 Ａに０．０

２２を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

１５を乗じ

て得た額 

令第７条

第１１号

に掲げる

応急仮設

建築物 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下に設けるもの 

Ａに０．０

２２を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０

２２を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０



 
 

３０ 

３４を乗じ

て得た額 

令第７条第１２号に掲げる

器具 

Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

令第７条

第１３号

に掲げる

施設 

トンネルの上又は

高速自動車国道若

しくは自動車専用

道路（高架のもの

に限る。）の路面

下に設けるもの 

Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

 

３１を乗じ

て得た額 

令第７条第１２号に掲げる

器具 

Ａに０．０

２５を乗じ

て得た額 

令第７条

第１３号

に掲げる

施設 

トンネルの上又は

高速自動車国道若

しくは自動車占用

道路（高架のもの

に限る。）の路面

下に設けるもの 

Ａに０．０

２２を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０

２２を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

３１を乗じ

て得た額 

令第７条第１４号に掲げる

施設 

Ａに０．０

３１を乗じ

て得た額 
 

備考 備考  

１ 金額の単位は、円とする。 １ 金額の単位は、円とする。  

２ 第１種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変

圧器を含む。以下同じ。）のうち３条以下の電線（当

２ 第１種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変

圧器を含む。以下同じ。）のうち３条以下の電線（当

 



 
 

３１ 

該電柱を設置する者が設置するものに限る。以下こ

の項において同じ。）を支持するものを、第２種電

柱とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持する

ものを、第３種電柱とは、電柱のうち６条以上の電

線を支持するものをいうものとする。 

該電柱を設置する者が設置するものに限る。以下こ

の号において同じ。）を支持するものを、第２種電

柱とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持する

ものを、第３種電柱とは、電柱のうち６条以上の電

線を支持するものをいうものとする。 

３ 第１種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又

は放送の用に供する電線を支持する柱をいい、電柱

であるものを除く。以下同じ。）のうち３条以下の

電線（当該電話柱を設置する者が設置するものに限

る。以下この項において同じ。）を支持するものを、

第２種電話柱とは、電話柱のうち４条又は５条の電

線を支持するものを、第３種電話柱とは、電話柱の

うち６条以上の電線を支持するものをいうものとす 

 る。 

３ 第１種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又

は放送の用に供する電線を支持する柱をいい、電柱

であるものを除く。以下同じ。）のうち３条以下の

電線（当該電話柱を設置する者が設置するものに限

る。以下この号において同じ。）を支持するものを、

第２種電話柱とは、電話柱のうち４条又は５条の電

線を支持するものを、第３種電話柱とは、電話柱の

うち６条以上の電線を支持するものをいうものとす 

 る。 

 

４ 共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外

の者が当該電柱又は電話柱に設置する電線をいうも

のとする。 

４ 共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外

の者が当該電柱又は電話柱に設置する電線をいうも

のとする。 

 

５ 表示面積とは、広告塔又は看板の表示部分の面積

をいうものとする。 

５ 表示面積とは、広告塔又は看板の表示部分の面積

をいうものとする。 

 

６ Ａは、近傍類似の土地（第７条第８号に掲げる施

設のうち特定連結路附属地に設けるもの及び同条第

１３号に掲げる施設について近傍に類似の土地が存

しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成

上の諸要素が類似した土地）の時価を表すものとす

６ Ａは、近傍類似の土地（第７条第８号に掲げる施

設のうち特定連結路附属地に設けるもの及び同条第

１３号に掲げる施設について近傍に類似の土地が存

しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成

上の諸要素が類似した土地）の時価を表すものとす

 



 
 

３２ 

る。 る。 

７ 表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若し

くは長さが０．０１平方メートル若しくは０．０１

メートル未満であるとき、又はこれらの面積若しく

は長さに０．０１平方メートル若しくは０．０１メ

ートル未満の端数があるときは、その全面積若しく

は全長又はその端数の面積若しくは長さを切り捨て

て計算するものとする。 

７ 表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若し

くは長さが０．０１平方メートル若しくは０．０１

メートル未満であるとき、又はこれらの面積若しく

は長さに０．０１平方メートル若しくは０．０１メ

ートル未満の端数があるときは、その全面積若しく

は全長又はその端数の面積若しくは長さを切り捨て

て計算するものとする。 

 

８ 占用料の額が年額で定められている占用物件に係る

占用の期間が１年未満であるとき、又はその期間に１

年未満の端数があるときは月割をもって計算し、なお、

１月未満の端数があるときは１月として計算し、占用

料の額が月額で定められている占用物件に係る占用の

期間が１月未満であるとき、又はその期間に１月未満

の端数があるときは１月として計算するものとする。 

 

８ 占用料の額が年額で定められている占用物件に係る

占用の期間が１年未満であるとき、又はその期間に１

年未満の端数があるときは月割をもって計算し、なお、

１月未満の端数があるときは１月として計算し、占用

料の額が月額で定められている占用物件に係る占用の

期間が１月未満であるとき、又はその期間に１月未満

の端数があるときは１月として計算するものとする。 

 

 

 

 

 

 



３３ 

壱岐市消防関係手数料条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

現行 改正案 備考 

本則及び附則 （略） 本則及び附則 （略） 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

手数料を納

付すべき者 

区分 単位 金額 

（中略） （略） （略） 

② 消防法

第１１条第

１項前段の

規定による

設置の許可

を受けよう

とする者 

（中略） 

浮き屋根

式特定屋

外タンク

貯蔵所及

び浮き蓋

付特定屋

外タンク

貯蔵所 

危険物の貯蔵

最大数量が１，

０００キロリ

ットル以上５，

０００キロリ

ットル未満の

もの 

１件 １，１８０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が５，

０００キロリ

ットル以上１

０，０００キロ

リットル未満

１件 １，４１０，

０００円 

手数料を納

付すべき者 

区分 単位 金額 

(中略) （略） （略） 

② 消防法

第１１条第

１項前段の

規定による

設置の許可

を受けよう

とする者 

（中略） 

浮き屋根

式特定屋

外タンク

貯蔵所及

び浮き蓋

付特定屋

外タンク

貯蔵所 

危険物の貯蔵

最大数量が１，

０００キロリ

ットル以上５，

０００キロリ

ットル未満の

もの 

１件 １，４５０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が５，

０００キロリ

ットル以上１

０，０００キロ

リットル未満

１件 １，７２０，

０００円 



３４ 

のもの 

危険物の貯蔵

最大数量が１

０，０００キロ

リットル以上

５０，０００キ

ロリットル未

満のもの 

１件 １，５９０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が５

０，０００キロ

リットル以上

１００，０００

キロリットル

未満のもの 

１件 １，９５０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が１

００，０００キ

ロリットル以

上２００，００

０キロリット

ル未満のもの 

１件 ２，２７０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が２

１件 ４，５５０，

０００円 

のもの 

危険物の貯蔵

最大数量が１

０，０００キロ

リットル以上

５０，０００キ

ロリットル未

満のもの 

１件 １，９２０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が５

０，０００キロ

リットル以上

１００，０００

キロリットル

未満のもの 

１件 ２，３６０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が１

００，０００キ

ロリットル以

上２００，００

０キロリット

ル未満のもの 

１件 ２，７４０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が２

１件 ５，６４０，

０００円 



３５ 

００，０００キ

ロリットル以

上３００，００

０キロリット

ル未満のもの 

危険物の貯蔵

最大数量が３

００，０００キ

ロリットル以

上４００，００

０キロリット

ル未満のもの 

１件 ５，８２０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が４

００，０００キ

ロリットル以

上のもの 

１件 ７，０７０，

０００円 

（中略） （中略） （中略） （中略） 

（以下略） （以下略） （以下略） （以下略） 

００，０００キ

ロリットル以

上３００，００

０キロリット

ル未満のもの 

危険物の貯蔵

最大数量が３

００，０００キ

ロリットル以

上４００，００

０キロリット

ル未満のもの 

１件 ７，２４０，

０００円 

危険物の貯蔵

最大数量が４

００，０００キ

ロリットル以

上のもの 

１件 ８，７９０,

０００円 

（中略） （中略） （中略） （中略） 

（以下略） （以下略） （以下略） （以下略） 

以 下 （略） 以 下 （略） 
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